令和２年度


財務部
≪税務局　税政課≫

１　事　務　事　業　執　行　概　要
総務グループ
１　税務事務の指導

府税事務所長・自動車税事務所長会議等を開催し、税務運営に関する事項の指導を行った。

２　歳出予算の配当及び執行

　　府税事務所及び自動車税事務所に対する歳出予算の配当を行うとともに、予算の適正かつ効率的な執行に努めた。

３ 「債権回収・整理計画」の策定と公表

税外滞納債権の計画的、総合的処理を推進するため、「大阪府債権の回収及び整理に関する条例」に基づき債権回収・整理計画の策定、公表を行った。

・「令和元年度 債権回収・整理計画 目標達成状況」（令和２年８月 公表）
・「令和２年度 債権回収・整理計画」（令和２年８月 公表）
・「令和２年度 債権回収・整理計画 進捗状況」（令和３年１月 公表）
４ 「債権回収・整理に関する研修会」の開催
　　債権管理担当者の専門的な知識の習得や意識の向上のため弁護士（当グループ債権特別回収・整理アドバイザー）及び当グループ職員による研修を実施した。（新型コロナウイルス感染拡大防止のため、書面にて実施。）

基礎及び事例研修

・１０回 開催〔令和２年６月～令和３年２月〕

５  整理処理の取組支援
大阪府債権の回収及び整理に関する条例に基づき、消滅時効の期間が経過した私債権の整理処理を促進するため、債権整理を行う債権所管課を支援した。

（別表１　令和２年度 債権回収・整理計画調　　　１５頁）
税務企画グループ
１　府税収入の見積り
　過去の実績、景気動向等の資料に基づいて府税収入を見積り､別表のとおり令和２年度の予算に計上した。
（別表２　令和２年度府税収入予算額調　　　１６頁）

２　大阪府税条例等の改正

（１）令和２年（４月30日）大阪府条例第54号
ア　自家用乗用車を取得した場合、自動車税環境性能割の税率を１％分軽減する特例措置の適用期限を６月延長し、令和３年３月31日までとした。
イ　耐震基準不適合既存住宅の取得の日から６月以内に耐震改修を行い、耐震基準に適合することにつき証明を受け、かつ、入居した場合に不動産取得税を減額する特例措置について、新型コロナウイルス感染症の影響による耐震改修の遅延等によって住宅への入居が遅れた場合でも、当該特例措置を適用できることとした。
〔施行期日：公布の日（令和２年４月30日）〕
（２）令和３年（３月31日）大阪府条例第38号
ア　大阪府税条例の一部改正

（ア）　納税証明書について、知事が別に定める場合に限り、交付手数料を不徴収とする規定を追加した。
〔施行期日：公布の日（令和３年３月31日）〕
（イ）　旅券のデザイン変更により所持人記入欄（現住所欄）が廃止されたことから、ゴルフ場利用税の税率の特例の適用において、本人確認書類に関する規定の見直しを行った。
〔施行期日：公布の日（令和３年３月31日）〕
（ウ）　令和３年度税制改正に伴う改正
①　個人府民税
ａ　退職所得申告書の提出に代えて、電磁的方法により提供することができることとした。
〔施行期日：令和３年４月１日〕

ｂ　特定管理株式等が価値を失った場合の株式等に係る譲渡所得等の課税の特例の適用対象から、特定保有株式を除外した。
〔施行期日：令和３年４月１日〕
ｃ　株式等譲渡所得割の還付の範囲に特定費用の金額を追加した。
〔施行期日：令和４年１月１日〕

②　自動車税
ａ　環境性能に応じた税率の適用区分の見直しを行った。
ｂ　自家用乗用車に係る環境性能割について税率１％分を軽減する特例措置の適用期限を９月延長し、令和３年12月31日までとした。

ｃ　環境性能割を非課税とする特例措置の対象に、一定の要件に適合した軽油自動車を追加した。
ｄ　公共交通移動等円滑化基準に適合した路線バス等を新車で取得する場合の　環境性能割の課税標準の特例措置の適用期限を２年延長した。
ｅ　車両安定性制御装置等を装備した自動車を新車で取得する場合の環境性能割の課税標準の特例措置について、適用区分の見直しを行った上で適用期限を２年延長した。
ｆ　種別割のグリーン化特例について、適用区分の見直しを行った上で適用期限を２年延長した。

〔施行期日：令和３年４月１日〕
　　　　　③　不動産取得税
ａ　住宅及び土地の取得に係る標準税率を３％とする特例措置の適用期限を３年延長した。
ｂ　宅地評価土地の取得に係る課税標準を価格の２分の１とする特例措置の適用期限を３年延長した。

〔施行期日：令和３年４月１日〕

④　軽油引取税

　　　　　課税免除の特例措置の適用期限を３年延長した。
　　　　　〔施行期日：令和３年４月１日〕

　　　　　⑤　ゴルフ場利用税
地方税関係帳簿書類の電子的保存の要件等の見直しに合わせ、同趣旨の改正を行った。
　　　　　　　〔施行期日：令和４年１月１日〕
⑥　法人事業税
電気事業法の改正に伴い、電気供給業に係る課税方式について見直しを行った。

〔施行期日：令和４年４月１日〕
⑦　納税環境整備
令和３年４月１日以後に提出する地方税関係書類のうち納税者等の押印を求めているものについて、原則として押印を要しないこととした。
〔施行期日：令和３年４月１日〕

イ　大阪府宿泊税条例の一部改正
地方税関係帳簿書類の電子的保存の要件等の見直しに合わせ、同趣旨の改正を行った。
　　　　〔施行期日：令和４年１月１日〕
３　大阪府税規則の改正

（１）令和２年（７月10日）大阪府規則第91号
　　身体障害者等に係る自動車税の減免申請の際に提示し、又は提出する書面について規定した。
〔施行期日：公布の日（令和２年７月10日）〕
（２）令和２年（10月１日）大阪府規則第109号
地方税法の改正により、電気供給業の課税方式が見直されたことに伴い、法人府民税・法人事業税・特別法人事業税に係る更正・決定通知書等の様式の改正を行った。

　　　　〔施行期日：公布の日（令和２年10月１日）〕
（３）令和２年（12月11日）大阪府規則第129号
地方税法の改正に伴い、地方税における延滞金の割合の特例の見直しに係る改正を行った。
　〔施行期日：令和３年１月１日〕
（４）令和３年（３月31日）大阪府規則第62号
ア　令和３年度税制改正により地方税関係書類に係る押印義務が見直されることに伴い、様式の改正を行った。
イ　競争入札参加資格申請に係る納税証明書交付申請書について、全国統一の様式が策定されたことに伴い、様式を追加した。
ウ　令和３年度税制改正により、サービス付き高齢者向け住宅の用に供する土地の取得に係る不動産取得税の減額措置の適用期限が２年間延長されたことに伴い、特例適用住宅の用に供する土地の取得に対する不動産取得税の減額申請書等の様式の改正を行った。
〔施行期日：令和３年４月１日〕
４　地方消費税徴収取扱費の交付

　　国に法定委任している地方消費税の徴収に対する徴収取扱費として、法律の定めるところにより算出した額を交付した。

	交付先
	交付額

	国税庁
	1,050,701,511 円

	大阪税関
	  718,351,116 円

	計
	1,769,052,627 円


根拠法令

○　地方税法第72条の113及び同施行令第35条の17

○　地方税法附則第９条の14及び同施行令附則第６条の11
５　府内市町村への交付金の交付

（１）利子割交付金

　府内市町村に対して、法律の定めるところにより算出した額を交付した。

	交付先
	交付額

	大阪市
	551,185,000　円

	堺市
	162,469,000　円

	その他の市町村
	1,065,184,000　円

	計
	1,778,838,000　円


根拠法令

○　地方税法第71条の26
（２）配当割交付金

　府内市町村に対して、法律の定めるところにより算出した額を交付した。

	交付先
	交付額

	大阪市
	2,341,901,000　円

	堺市
	688,082,000　円

	その他の市町村
	4,513,701,000　円

	計
	7,543,684,000　円


根拠法令 

○　地方税法第71条の47
（３）株式等譲渡所得割交付金

　府内市町村に対して、法律の定めるところにより算出した額を交付した。

	交付先
	交付額

	大阪市
	2,665,242,000　円

	堺市
	778,623,000　円

	その他の市町村
	5,112,299,000　円

	計
	8,556,164,000　円


根拠法令

○　地方税法第71条の67
（４）法人事業税交付金

　府内市町村に対して、法律の定めるところにより算出した額を交付した。

	交付先
	交付額

	大阪市
	11,021,223,000　円

	堺市
	816,224,000　円

	その他の市町村
	4,096,992,000　円

	計
	15,934,439,000　円


根拠法令

○　地方税法第71条の76
 （５）地方消費税交付金

　府内市町村に対して、法律の定めるところにより算出した額を交付した。

	交付先
	交付額

	大阪市
	66,663,974,000　円

	堺市
	16,998,799,000　円

	その他の市町村
	106,615,609,000　円

	計
	190,278,382,000　円


根拠法令

○　地方税法第72条の115
（６）ゴルフ場利用税交付金

　ゴルフ場所在の市町村に対して、法律の定めるところにより算出した額を交付した。

	交付先
	交付額

	堺市
	130,301,421　円

	その他の市町村
	738,555,708  円

	計
	868,857,129　円


根拠法令

○　地方税法第103条
（７）自動車取得税交付金

　府内市町村に対して、法律の定めるところにより算出した額を交付した。

	交付先
	交付額

	大阪市
	147,496  円

	堺市
	47,983　円

	その他の市町村
	214,010　円

	計
	409,489  円


根拠法令

○　地方税法及び航空機燃料譲与税法の一部を改正する法律（平成29年法律第2
　号）附則第11条の規定によりなお従前の例によることとされる同法による改正
前の地方税法第143条

（８）自動車税環境性能割交付金

　府内市町村に対して、法律の定めるところにより算出した額を交付した。

	交付先
	交付額

	大阪市
	1,295,732,316  円

	堺市
	423,155,806　円

	その他の市町村
	1,560,901,000　円

	計
	3,279,789,122  円


根拠法令

     ○　地方税法第177条の6
（９）軽油引取税交付金

　大阪市及び堺市に対して、法律の定めるところにより算出した額を交付した。

	交付先
	交付額

	大阪市
	11,048,256,741　円

	堺市
	5,825,444,463　円

	計
	16,873,701,204　円


根拠法令

　   ○　地方税法第144条の60
　（１０）　分離課税所得割交付金
　　　大阪市及び堺市に対して、法律の定めるところにより算出した額を交付した。

	交付先
	交付額

	大阪市
	463,908,000　円

	堺市
	142,549,000　円

	計
	606,457,000　円


　　　根拠法令
　　　○　地方税法附則第７条の４
 （１１）旧法による軽油引取税交付金

　大阪市及び堺市に対して、法律の定めるところにより算出した額を交付した。

	交付先
	交付額

	大阪市
	3,509,550　円

	堺市
	1,850,490　円

	計
	5,360,040　円


根拠法令　

○　地方税法等の一部を改正する法律（平成21年法律第９号）附則第６条第２項の規定によりなお従前の例によることとされる同法による改正前の地方税法第700条の49
６　地方消費税の調定

　　国税資金支払命令官（財務省大臣官房会計課長）から地方消費税の払込について通知を
受け、調定を行った。

（別表３　　令和２年度 地方消費税払込額（決定額）調　　　   １８頁）

７　譲与税の調定

　　 総務大臣から下記の譲与税についての通知を受け､調定を行った。

（別表４　　令和２年度 特別法人事業譲与税譲与税額調　　　 １８頁）
（別表５　　令和２年度 地方揮発油譲与税譲与税額調　　　　 １９頁）

（別表６　　令和２年度 石油ガス譲与税譲与税額調　　   　　１９頁）

（別表７　　令和２年度 地方道路譲与税譲与税額調　　 　　　２０頁）

（別表８　　令和２年度 航空機燃料譲与税譲与税額調　   　　２０頁）
（別表９　　令和２年度 森林環境譲与税譲与税額調　　   　　２１頁）
（別表１０　令和２年度 自動車重量譲与税譲与税額調　   　　２１頁）

８　市町村たばこ税府交付金の調定

　　　法律で定める基準を超えるたばこ税収のある市町村から、市町村たばこ税府交付金の交付を受け、調定を行った。

	交付元
	交付額

	泉佐野市
	238,044,000　円

	田尻町
	37,722,000　円

	太子町
	2,467,000　円

	計
	278,233,000　円


根拠法令

○　地方税法第485条の13

９　税務訴訟

　　令和２年度に係属した税務訴訟の件数及びその処理状況は、別表のとおりである。

　　（別表１１　令和２年度に係属した税務訴訟の件数及びその処理状況調　　２２頁）

　　　根拠法令

○　行政事件訴訟法

○　民事訴訟法

○　地方税法第19条の11から第19条の14まで

１０　不服申立ての処理

　　令和２年度に係属した不服申立ての件数及びその処理状況は、別表のとおりである。

　　（別表１２　令和２年度に係属した不服申立ての件数及びその処理状況調　　２３頁）

　　　根拠法令

○　行政不服審査法

○　地方税法第19条から第19条の10まで

１１　税務重点目標等の策定

　　令和２年度における「税務重点目標」と、個別取組計画等として「人材育成計画」及び「広報実施計画」を定め、所期の目的を達成するよう税務局内及び府税事務所等に対して周知した。
１２　税務広報

府民の府税に対する理解を深め、納税意識を高めていくため、府税のホームページ「府税あらかると」等を通じて、府税に関する知識の普及や申告・納税の呼びかけ等の各種税務広報を実施した。

また、11月には税を考える週間に合わせて、鉄道の車内ディスプレイ等で府税のＰＲ動画を放映するとともに、大阪府租税教育推進連絡協議会や大阪市と合同で府税等に関する啓発イベントを実施した。

	実施日
	実施場所
	実施内容
（税務広報）
	連携機関

	令和２年
11月７日
	咲洲庁舎
（咲洲こどもEXPOへの出展）
	・税に関するアンケートの実施及び景品として啓発グッズの配布
・税に関するパネル・ポスターの掲示　等
	・大阪府租税教育推進連絡協議会
・大阪市財政局税務部

	令和２年
11月15日
	大阪府立中央図書館
	・税に関するアンケートの実施及び景品として啓発グッズの配布
・税金に関する図書の紹介や「税に関する高校生の作文」の展示

・府税のPR動画の放映　等
	・大阪府租税教育推進連絡協議会


人事グループ
１　配　置　換

　　税務職員の異動を次のとおり実施した｡

　　　人事異動　　　令和２年４月１日外　　361名

　　　（別表１３　令和２年度税務職員配置換状況調　 　　２４頁）

２　昇　　　任

	職階
	部長級
	次長級
	課長級
	課長補佐級
	主査級

	税内昇任
	　０人
	０人
	３人
	８人
	１３人

	転出昇任
	０人
	０人
	０人
	１人
	　９人

	転入昇任
	０人
	０人
	０人
	２人
	０人


３　退　　　職

　　令和２年度税務職員退職状況
	年　　　　月
	人　　　　数

	令和２年　５月
	１人

	令和２年　６月
	１人

	令和２年　７月
	２人

	令和２年　８月
	１人

	令和２年　11月
	１人

	令和２年　12月
	１人

	令和３年　１月
	１人

	令和３年　３月
	８人

	特退及び定退

（令和３年３月）
	32人

	計
	48人


４　税務職員職名別配置状況調

　　令和３年３月31日現在の税務職員の配置状況は別表のとおりである。

　　　　（別表１４　税務職員職名別配置状況調　　　２５頁）

５　優秀税務職員等表彰

　　通常の職務の範囲を超えて職務を遂行し顕著な業績等を上げた税務職員等に対し、次のとおり優秀税務職員等表彰を実施した｡

　
	区分
	定期表彰
	随時表彰

	表　彰　日
	令和２年12月４日
	

	受賞者数

（個人）
	0名
	該当なし

	受賞者数

（団体）
	１団体（８名）
	該当なし


６　税務職員の研修

　　税務職員の資質の向上を図るため、職員研修を実施した｡

　　実施状況は別表のとおりである。

　　　　（別表１５　令和２年度税務職員研修実施状況調　　　２６頁）

システムグループ
１　税務情報システムの開発及び運用
税務事務を効率的に運営するため、税務情報システムの安定運用に努めた。
令和２年度に行ったシステム開発及び改修の主なものは、次のとおりである。

　・発電・小売電気事業に係る法人事業税の課税方式の見直しに係る対応
　・ＤＶ等被害者の保護や不審電話対応に係る対応　

２　プログラム本数（令和3年3月末時点）
	サブシステム名
	プログラム本数

	運用
	763

	共通あて名
	394

	府民税三割
	102

	法人二税
	681

	個人事業税
	387

	不動産取得税
	368

	府たばこ税
	9

	ゴルフ場利用税
	9

	軽油引取税
	199

	自動車税種別割
	638

	管理収納
	872

	納税
	987

	宿泊税
	103

	自動車税環境性能割
	69

	軽自動車税環境性能割
	60

	合計
	5,641


２　　別　　　　　　表
事務事業実績









